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法改正等
●著作権法施行令,著作権法施行規則の改正●　5月
15日, ｢著作権法施行令の一部を改正する政令(辛
成21年政令第137号)｣ならびに｢著作権法施行規則
の一部を改正する省令(平成21年文部科学省令第24
号)｣が公布され　ともに5月22日に施行された｡
これにより,私的録音録画補償金に係る特定機器
および特定記録媒体にブルーレイが加わった｡
●著作権法の一部を改正する法律●　6月19日, ｢著
作権法の一部を改正する法律(平成21年法律第53
号)｣ (以下｢改正法｣)が公布された(①資)｡
この改正法は, ｢インターネット等を活用した著
作物利用の円滑化を図るための措置｣ ｢違法な著作
物の流通抑止｣ ｢障害者の情報利用の機会の確保｣
などを柱としており,インターネット等を活用した
著作物利用の円滑化を図るための措置に関しては,
｢インターネットで情報検索サービスを実施するた
めの複製等｣ ｢過去の放送番組等をインターネット
で二次利用する際に権利者が所在不明等である場合
の利用｣ ｢国立国会図書館における所蔵資料の電子
化｣ ｢インターネット販売等での美術品等の画像掲
載｣ ｢情報解析研究のための複製｣ ｢送信の効率化等
のための複製｣ ｢電子機器利用時に必要な複製｣,こ
れらを著作権者の許諾なく行えるようにすることが
盛り込まれている｡
また,違法な著作物の流通抑止に関しては, ｢イ
ンターネット販売等で海賊版と承知の上で行う販売
の申出を権利侵害とする｣ことや｢違法なインター
ネット配信による音楽･映像を違法と知りながら複
製することを私的使用目的でも権利侵害とする｣こ
とが盛り込まれている｡
さらに,障害者の情報利用の機会の確保に関して
は, ｢視覚障害者向け録音図書作成が可能な施設を
公共図書館等にも拡大｣することのほか, ｢聴覚障
害者のための映画や放送番組-の字幕や手話の付
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与｣ ｢発達障害等で利用困難な者に応じた方式での
複製｣を著作権者の許諾なく行えるようにすること
が盛り込まれており,一部を除き2010年1月1日か
ら施行される｡
●著作権法施行令の一部を改正する政令● : 12月28日,
｢著作権法施行令の一部を改正する政令(平成21
年政令第299号)｣ (以下｢改正令｣)が公布された
(0資) 0
この改正令には,前述の改正法の施行に伴い必要
な,視覚障害者等のための複製等が認められる者,
聴覚障害者等のための字幕等の作成･自動公衆送信
が認められる者,聴覚障害者等のための字幕や手話
付き映画の作成･貸出しが認められる者などをはじ
めとする規定の整備が盛り込まれており, 2010年1
月1日から施行される｡
●著作権法施行規則の一部を改正する省令● 12月28
日, ｢著作権法施行規則の一部を改正する省令(平
成21年文部科学省令第38号)｣ (以下｢改正規則｣)
が公布された(①資)0
この改正規則には,前述の改正法ならびに改正令
の施行に伴い必要な,聴覚障害者等用複製物の貸出
しの基準をはじめとする規定の整備が盛り込まれて
おり, 2010年1月1日から施行される｡
●文化庁告示● 12月28日,平成21年文化庁告示第
26号が公布された(①資)｡
この告示は,前述の改正法ならびに改正令の施行
に伴い必要な,著作権者が不明などの理由で文化庁
長官の裁定により著作物を利用したい場合に調査し
なければならない,広く権利者情報を掲載している
と認められる刊行物その他の資料等について定めら
れており, 2010年1月1日から施行される｡
●国立国会図書館法の一部を改正する法律●　7月10
日, ｢国立国会図書館法の一部を改正する法律(平
成21年法律第73号)｣が公布された(①資)｡
この法律による改正で,国,地方公共団体,独立
行政法人等が提供するインターネット上の情報が国
立国会図書館の収集対象となるが,これらの情報の
収集を行うためには著作権の制限が必要であるため,
著作権法も一部改正され, 2010年4月1日から施行
される｡
文化審議会著作権分科会
●文化審議会著作権分科会●　同分科会には2008年2
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月27日に法制問題小委員会,私的録音録画小委員会,
過去の著作物等の保護と利用に関する小委員会,国
際小委員会が設置されたが,このうち, 1月16日に
開催の法制問題小委員会で審議された｢文化審議会
著作権分科会法制問題小委員会平成19 ･ 20年度･報
告書(莱)｣, 2008年12月16日に開催の私的録音録画
小委員会で審議された｢私的録音録画小委員会報告
書｣の案, 1月6日に開催の過去の著作物等の利用
と保護に関する小委員会で審議された｢過去の著作
物等の保護と利用に関する小委員会報告｣の案をも
とに作成された｢文化審議会著作権分科会報告書｣
が1月に公表された(①資)｡
この報告書では,前述の改正法の背景について述
べられているほか,以前から図書館界が著作権法の
改正を求めてきた,再生手段が入手困難である図書
館資料を保存のために例外的に許諾を得ずに複製で
きるようにすることに関して, ｢現行規定(第31条
第2号)の解釈として不可能ではないと考えられる
ことが明確にされた｣としており,重要である｡
また,注目された著作権の保護期間延長の問題に
ついては｢著作権法制全体として保護と利用のバラ
ンスの調和の取れた結論が得られるよう,検討を続
けることが適当である｡｣としている｡
なお, 3月25日に開催の同分科会において,新た
な小委員会について審議され,法制問題小委員会,
私的録音録画小委員会,過去の著作物等の保護と利
用に関する小委員会,国際小委員会の4つの小委員
会の体制から,基本問題小委員会,法制問題小委員
会,国際小委員会の3つの小委員会の体制となった｡
●文化審議会著作権分科会基本問題小委員会●　審議
事項として,著作権関連施策に係る基本的問題に関
することを掲げて設置された｡
これまで各小委員会で審議を重ねながら結論の得
られていない諸問題などについて検討された｡
●文化審議会著作権分科会法制問題小委員会●　審議
事項として,著作権法制度の在り方に関することを
掲げて設置された｡
検討課題として,権利制限規定の見直し,通信･
放送の在り方の変化への対応,ネット上の複数者に
よる創作に係る課題,間接侵害などがある中,特に
権利制限規定の見直しに関しては,各種団体から権
利制限の一般規定(日本版フェアユース規定)につ
いてのヒアリングが行われた(①資)｡
なお, 5月12日に開催の同小委員会で｢ネット上
の複数者による創作に係る課題｣などを検討するた
めの契約･利用ワーキングチームおよび間接侵害な
どを検討するための司法救済ワーキングチームが設
置された｡また, 9月18日に開催b同小委員会で
｢権利制限の一般規定｣などを検討するための権利
制限の一般規定ワーキングチームが設置された｡
●文化審議会著作権分科会国際小委員会●　審議事項
として,国際的ルール作りへの参画の在り方に関す
ることを掲げて設置された｡
なお, 4月20日に開催の同小委員会で,国際裁判
管轄･準拠法に関する日本としてのスタンスや,盟
ましいルールの在り方などを検討するための国際裁
判管轄･準拠法ワーキングチームが設置された｡
日本図書館協会著作権重責会
●全国図書館大会(東京)第4分科会● 10月30日,
障害者サービス委員会と合同で, ｢変わる著作権
法!変わる障害者サービス!｣と題し,同分科会を
行った｡
南亮一氏(国立国会図書館)による｢図書館関連
の著作権法改正について｣および梅田ひろみ氏(日
本点字図書館)による｢障害者関連の著作権法改正
について｣の報告を行った後,障害者サービス委員
会委員長の佐藤聖一氏(埼玉県立久喜図書館)をコ
ーディネーターに,パネルディスカッション｢私た
ちができること　やらなければならないこと｣を行
った｡
●権利制限の一般規定に関する意見●　8月25日に開
催の文化審議会著作権分科会法制問題小委員会にお
いて,標記の資料に基づき,権利制限の一般規定
(日本版フェアユース規定)に関する意見を述べた
(①資) 0
● ｢知的財産推進計画2008｣の見直しに関する意見●
3月25日,標記の意見を提出した(①資)｡
現在の著作権法では,図書館等が利用者に対して
インターネット上の情報をプリントアウトなどの複
製を伴う方法で提供することについて,著作権者の
権利を制限しておらず,このことに関する著作権法
の改正の必要性については,以前から文化審議会著
作権分科会等に指摘してきたところであるが,改め
て知的財産戦略推進事務局に指摘した｡
●著作権法改正に伴う図書館の障害者サービスの充実に
係る法運用について●　7月24日,標記の意見を文
化庁長官あてに捷出した(①資)0
前述の改正法の公布を受けて,障害者等への情報
提供に関して,情報を提供する対象者,情報を提供
できる施設,情報を提供する方法等については,障
害者等の利益が優先されるように求めた｡
● ｢著作権法施行令の一部を改正する政令案｣への意見
● 11月14日から12月13日までの間,著作権法施行
令の一部を改正する政令案に関する意見募集が行わ
れ, 12月11日,標記の意見を文化庁に提出した
(①資) 0
前述の改正法の施行により,図書館等で視覚障害
者等に貸出しをするための録音資料の作成や聴覚障
害者等に貸出しをするための字幕入り映画の作成等
が著作権者の許諾なく行えるようになるが,これら
が行える図書館から一般社団法人および一般財団法
人が設置するものが除外されることについて,改正
法の柱の1つである｢障害者の情報利用の機会の確
保｣の観点から除外すべきではないことを指摘する
とともに,より障害者等が利用する機会が多いであ
ろう病院等の医療や理療に関する施設に設置される
図書館が含まれるべきであることを･指摘した｡
また,著作権法第31条に基づく複写が可能な施設
を定めた著作権法施行令第1条の3第1項第6号と
同様に,視覚障害者等に貸出しをするための録音資
料の作成や聴覚障害者等に貸出しをするための字幕
入り映画の作成等が著作権者の許諾なく行える施設
についても｢文化庁長官が指定するもの｣の定めが
置かれることについて,指定の基準を明確にすると
ともに,これについても｢障害者の情報利用の機会
の確保｣の観点から積極的に指定されるべきである
ことなどを併せて指摘した｡
● ｢著作権法施行規則の一部を改正する省令案｣への意
見● 12月2日から12月13日までの間,著作権法施
行規則の一部を改正する省令案に関する意見募集が
行われ, 12月11日,標記の意見を文化庁へ提出した
(①資) 0
前述の改正法等の施行により,図書館等で聴覚障
害者等に貸出しをするための字幕入り映画の作成等
が著作権者の許諾なしに行えるようになるが,これ
を行うにあたり,前述の改正規則により,各図書館
等では字幕入り映画の貸出しに関する規則の整備や
管理者を置く必要が生じることについて,障害者に
問題別図書館概況(著作権)　127
対する情報提供の萎縮につながる可能性を指摘した｡
なお,同期間に著作権法施行令の一部を改正する
政令案に基づく文化庁告示案に関する意見募集が行
われたが,これに対しては意見を捷出しなかった｡
●著作権法31条2号(媒体変換)に関するQ&A●
前述のように, 1月に公表された｢文化審議会著作
権分科会報告書｣で,再生手段が入手困難である図
書館資料を保存のために例外的に許諾を得ずに複製
することに関して, ｢現行規定(第31粂第2号)の
解釈として不可能ではないと考えられることが明確
にされた｣と記述されたことを受けて,注意すべき
点などをQ&Aの形にまとめ, 『図書館雑誌』 4月
号(103巻4号)に掲載した｡
その他
●知的財産戦略本部●　3月31日付で,同本部の下
に置かれた知的財産による競争力強化専門調査会と
コンテンツ･日本ブランド専門調査会との連名で
｢第3期知的財産戦略の基本方針の在り方につい
て｣ (以下, ｢在り方｣)が公表された｡
この在り方で,特に注目されるのは,著作権に関
して｢権利制限の一般規定(日本版フェアユース規
定)の導入｣の項目があり, ｢導入に向け規定振り
等について検討を行い,必要な措置を講ずる｡｣と
している｡
また, 3月2日から3月25日にかけて『｢知的財
産推進計画2008｣の見直しに関する意見募集』が行
われ,上掲の在り方や,この意見募集の結果などを
踏まえて, 6月24日付で知的財産戦略本部から『知
的財産推進計画2009』が公表された｡
同計画においても著作権に関して｢権利制限の一
般規定(日本版フェアユース規定)を導入する｣の
項目を設けた上で｢2009年度中に結論を得て,早急
に措置を講ずる｡｣としており,在り方に比べて一
歩踏み込んだ表現になっている｡
●著作権問題を考える創作者団体協議会●　同協議会
は2006年に設立され,著作権の保護期間延長,保護
期間の戦時加算の解消,私的録音録画補償金制度の
見直し,ポータルサイトの構築に関する活動を行っ
ているが, 1月23日,ポータルサイトを公開した｡
同サイトにより,著作者情報が簡便に検索できる
など,著作物の利用が円滑になるとしている｡
(森　一郎)
